
千葉市休日保育事業補助金交付要綱 

 

令和３年４月１日適用 

 

（趣旨） 

第１条 市長は、事業の一層の充実を図るため、千葉市休日保育事業実施要綱（平成２７

年４月１日施行。以下「実施要綱」という。）に定めるところにより休日保育事業（以下

「補助事業」という。）を実施する者（以下「実施者」という。）に対し、子ども・子育

て支援法（平成２４年法律第６５号）に基づく給付費の休日保育加算額を超える経費に

ついて予算の範囲内において、千葉市補助金等交付規則（昭和６０年千葉市規則第８号。

以下「規則」という。）及びこの要綱に基づき、補助金を交付するものとする。 

 

（定義） 

第２条 この要綱において使用する用語は、特別の定めのある場合を除くほか、実施要綱

及び規則において使用する用語の例による。 

 

（交付の対象） 

第３条 補助金の交付の対象となる経費及び交付額は別表のとおりとする。 

 

（交付申請） 

第４条 実施者は、補助金の交付の申請をしようとするときは、千葉市休日保育事業補助

金交付申請書（様式第１号）に必要な書類を添付して、市長に提出するものとする。 

 

（交付の決定） 

第５条 市長は、前条の規定による申請があったときは、その内容を審査し、補助金を交

付すべきものと認めたときは、速やかに補助金の交付の決定をするものとする。 

２ 市長は、前項の規定により交付の決定をしたときは、その決定の内容を千葉市休日保

育事業補助金交付決定通知書（様式第２号）により、当該実施者に通知するものとする。 

３ 市長は、第１項の規定による審査の結果、補助金を交付することが不適当と認めたと

きは、当該実施者に対し、千葉市休日保育事業補助金不交付決定通知書（様式第３号）

により、その旨及び理由を通知するものとする。 

 

（譲渡等の禁止） 

第６条 実施者は、交付決定によって生じる権利の全部又は一部を第三者に譲渡し、又は

市長の承認を得ずに担保に供してはならない。 

 



（交付決定の変更） 

第７条 実施者は、補助金の交付決定額を変更する必要が生じたときは、千葉市休日保育

事業補助金変更交付申請書（様式第４号）に必要な書類を添付して、市長に提出するも

のとする。 

２ 市長は、前項の規定による申請があったときは、その内容を審査し、補助金の交付決

定を変更すべきものと認めた時は、速やかに補助金の交付決定を変更するものとする。 

３ 市長は、前項の規定により交付決定を変更したときは、千葉市休日保育事業補助金変

更交付決定通知書（様式第５号）により通知するものとする。 

４ 市長は、第２項の規定による審査の結果、交付決定を変更することが不適当と認めた

ときは、当該実施者に対し、千葉市休日保育事業補助金変更交付不承認通知書（様式第

６号）により、その旨及び理由を通知するものとする。 

 

（実績報告） 

第８条 実施者は、補助事業が完了したときは、補助金の交付決定の日の属する会計年度

の末日までに、千葉市休日保育事業実績報告書（様式第７号）に必要な書類を添付して、

市長に提出するものとする。 

 

（額の確定通知） 

第９条 市長は、前条の規定による実績の報告を受けたときは、その内容を調査し、当該

報告に係る補助事業等の成果が補助金の交付の決定の内容及びこれに附した条件に適合

すると認めたときは、交付すべき補助金の額を確定し、当該実施者に対し、千葉市休日

保育事業補助金額確定通知書（様式第８号）により通知するものとする。 

 

（交付の請求） 

第１０条 前条の規定による通知を受けた実施者は、補助金の交付を受けようとするとき

は、千葉市休日保育事業補助金請求書（様式第９号）を市長に提出するものとする。 

 

（決定の取消） 

第１１条 市長は、実施者が次の各号に定める事項に該当するときは、補助金の交付の決

定の全部又は一部を取り消すことができるものとする。 

（１）休日保育事業を中止したとき。 

（２）休日保育事業の指定が取り消されたとき。 

（３）偽りその他不正の手段により補助金の交付を受けたとき。 

（４）補助金を他の用途に使用したとき。 

（５）補助事業に関して補助金の交付の決定の内容若しくはこれに付した条件その他法令 

等に基づく市長の処分に違反したとき。 



２ 前項の規定は、補助事業について交付すべき補助金の額の確定があった後においても

適用があるものとする。 

３ 市長は、第１項の規定による取消しを決定したときは、当該実施者に対し、千葉市休

日保育事業補助金交付決定取消通知書（様式第１０号）により、その旨及び理由を通知

するものとする。 

 

（補助金の返還） 

第１２条 市長は、前条第１項の規定により補助金の交付の決定を取り消した場合におい

ては、当該取消に係る部分に関し、すでに補助金が交付されているときは、期限を定め

て、その返還を命ずるものとする。 

２ 前項の規定による返還命令は、千葉市休日保育事業補助金返還命令書（様式第１１号）

によるものとする。 

 

（委任） 

第１３条 この要綱に定めるもののほか、千葉市休日保育事業補助金の交付に関し必要な

事項は、こども未来局長が別に定める。 

 

附 則 

この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。 

この要綱は、令和３年１０月１日から施行し、別表 補助内容のただし書きについては、

令和３年４月１日から適用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別表 

補助対象経費 補助内容 補助率 

休日保育実施に係る経費

（人件費、消耗品費、印刷

製本費、賄材料費、通信運

搬費、委託料、備品購入費、

火災保険料、使用済み紙お

むつの処理等に要する経

費ほか千葉市長の定める

経費） 

（ア）基本分 

補助対象経費が給付費の休日保育加算額を

超える場合に、補助対象経費から休日保育加算

額を差し引いた額を支給する。 

また、使用済み紙おむつ処理経費等加算とし

て、１１円×延べ利用日数（３歳未満児に限る）

を支給する。 

ただし、休日保育加算額に１．５倍を乗じた

額から休日保育加算額を差し引いた額を補助

額上限とする。 

 

１０／１０以内 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第１号

　　年　　月　　日

印

交 付 申 請 額 円

補 助 事 業 の
目 的 及 び 内 容

法人等名称

法人等住所

千 葉 市 休 日 保 育 事 業 補 助 金

交 付 申 請 書

（ あ て 先 ） 千 葉 市 長

添付資料 千葉市休日保育事業計画表（個別表）

　生命の安全及び心身の順調な発達が保証されるよう適切な保育条
件の中で乳幼児の福祉向上を図る。

　　　　　年度千葉市休日保育事業補助金の交付を受けたいので、千葉市補助金等交
付規則第３条の規定により、次のとおり申請します。

( 施 設 名 )

代表者職氏名

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第２号

千葉市指令　　　　第　　　　号

様

　　　　年　　月　　日

千 葉 市 長　 印

交 付 決 定 額 円

交付条件

１　この決定によって生じる権利の全部又は一部を第三者に譲渡し、
又は市長の承認を得ずに担保に供してはならないこと。
２　千葉市補助金等交付規則及び千葉市休日保育事業補助金交付要綱
を遵守すること。

　　　　年　　月　　日付申請のあった千葉市休日保育事業補助金について、次の
とおり交付決定をしたので、千葉市補助金等交付規則第６条の規定により通知しま
す。

千 葉 市 休 日 保 育 事 業 補 助 金

交 付 決 定 通 知 書

補助金の交付予定時期 　年 　　月

 

 

 

 

 

 

 



様式第３号

千葉市指令　　　第　　　号

様

年 月 日

千葉市長　　　　　　　　　

（審査請求等について）

不承認とした理由

その他

1　この処分についての審査請求は、この処分があったことを知った日の翌日から起算して3か月以内
に、千葉市長に対してすることができます。

2　この処分の取消しを求める訴訟は、この処分があったことを知った日の翌日から起算して6か月以内
に、千葉市を被告として提起することができます。

決定日 年 月 日

千葉市休日保育事業補助金不交付決定通知書

　　年　　月　　日付申請のあった千葉市休日保育事業補助金について、次のとおり不交付と決定したの
で、千葉市休日保育事業補助金交付要綱第５条第３項の規定により通知します。

 



様式第４号

　　年　　月　　日

（あて先）　千葉市長

印

延利用児童数の増加　　　・　　　延利用児童数の減少

円 円円

　　　年　　　月　　　日付千葉市指令　　　　第　　　　号により交付決定のあった千葉市休日保育事業補助
金について、次のとおり補助金の交付決定額を変更されたく、千葉市休日保育事業補助金交付要綱第７
条第１項の規定により申請します。

添 付 資 料 千葉市休日保育事業実績報告書（個別表）

変 更 交 付 申 請 額 円

変更後補助金所要額 既交付決定額 差引所要額

変更理由（どちらかに〇）

千 葉 市 休 日 保 育 事 業 補 助 金

変 更 交 付 申 請 書

法人等住所

法人等名称

代表者職氏名

(施設名)

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第5号

千葉市指令　　　　第　　　　号

様

　　　年　　月　　日

千 葉 市 休 日 保 育 事 業 補 助 金

変 更 交 付 決 定 通 知 書

円 円

変更前交付決定額 変更後交付決定額 差引所要額

　　　　年　　月　　日付千葉市指令　　　第　　　号により交付決定し、
年　　月　　日付補助金変更交付申請のあった千葉市休日保育事業補助金に
ついて、次のとおり交付決定の変更をしたので、千葉市休日保育事業補助金
交付要綱第７条第３項の規定により通知します。

円

千葉市長

 

 

 

 

 

 

 



様式第６号

千葉市指令　　　第　　　号

様

年 月 日

千葉市長　　　　　　　　　

（審査請求等について）

1　この処分についての審査請求は、この処分があったことを知った日の翌日から起算して3か月以内
に、千葉市長に対してすることができます。

2　この処分の取消しを求める訴訟は、この処分があったことを知った日の翌日から起算して6か月以内
に、千葉市を被告として提起することができます。

決定日 年 月

その他

日

不承認とした理由

千葉市休日保育事業補助金変更交付不承認通知書

　　　　　　年　　　月　　　日付千葉市指令　　　第　　号により交付決定し、　　　　年　　月　　日付補助金
変更交付申請のあった千葉市休日保育事業補助金について、次のとおり交付決定の変更をしないこと
としたので、千葉市休日保育事業補助金交付要綱第７条第４項の規定により通知します。

 



様式第７号

　　　　年　　月　　日

（あて先）　千葉市長

印

法人等住所

法人等名称

代表者職氏名

(施設名)

千 葉 市 休 日 保 育 事 業 補 助 金

実 績 報 告 書

　　　　　年　　　月　　　日付千葉市指令　　　第　　　号により、交付決
定のあった千葉市休日保育事業の実績について、千葉市補助金等交付規則第１
２条の規定により、関係書類を添えて、次のとおり報告します。

補助金の交付決定額 補助金の経費精算額

添付資料 千葉市休日保育事業実績報告書（個別表）

円 円

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第８号

千葉市達　　　　第　　　　号

様

　　　　年　　月　　日

千 葉 市 長　 印

確 定 額 円

千 葉 市 休 日 保 育 事 業 補 助 金

額 確 定 通 知 書

　　　　年　　月　　日付申請のあった千葉市休日保育事業補助金実績報告書によ
り、   年度千葉市休日保育事業補助金額を次のとおり確定したので、千葉市補助
金等交付規則第１３条の規定により通知します。

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第９号

　　　　年　　月　　日

（あて先）　千葉市長

法人等住所

法人等名称

代表者職氏名 印

(施設名)

　　　　年　　月　　日付千葉市達　　　第　　　号千葉市休日保育事業補助金確定通知
書により確定した補助金について、千葉市補助金等交付規則第１６条第１項の規定によ
り、次のとおり請求します。

千 葉 市 休 日 保 育 事 業 補 助 金

請 求 書

円

補助金の交付決定額 補助金の経費精算額

円

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第１０号

千葉市指令　　　第　　　号

様

年 月 日

千　葉　市　長　　　　　　　　

（審査請求等について）

日

千葉市休日保育事業補助金交付決定取消通知書

　　　　年　　月　　日付千葉市指令　　　第　　号により交付決定した千葉市休日保育事業補助金につい
て、次のとおり交付決定を取り消すこととしたので、千葉市休日保育事業補助金交付要綱第１１条第３項
の規定により通知します。

決定を取り消した理由

その他

1　この処分についての審査請求は、この処分があったことを知った日の翌日から起算して3か月以内
に、千葉市長に対してすることができます。

2　この処分の取消しを求める訴訟は、この処分があったことを知った日の翌日から起算して6か月以内
に、千葉市を被告として提起することができます。

決定日 年 月

 

 

 



 

様式第１１号 

千葉市達   第   号 

様 

年 月 日 

千 葉 市 長      

（審査請求等について） 

 

補 助 金 の 確 定 交 付 額 

円 

補 助 金 の 交 付 決 定 額 

 

 

千葉市休日保育事業補助金返還命令書 

     年度に交付した千葉市休日保育事業補助金について、千葉市休日保育事業補助金交付要綱 
第１２条第２項の規定により、次のとおり返還を命じます。 

   

1 この処分についての審査請求は、この処分があったことを知った日の翌日から起算して 3か月以内 
に、千葉市長に対してすることができます。 

円 

補 助 金 の 既 交 付 額 

合 計 

   年   月   日交付 

円 

返 還 期 限 

円 

円 

返 還 方 法 

2 この処分の取消しを求める訴訟は、この処分があったことを知った日の翌日から起算して 6か月以内 
に、千葉市を被告として提起することができます。 

 

 

 

   年   月   日まで 

   年   月   日交付 

返 還 す べ き 金 額 

 

返 還 を 命 ず る 理 由 

円 


